
14 特別児童扶養手当等について

（１）令和３年度４月定時払いに係る留意事項について

例年、４月定時払いについては、事務処理の実施時期が都道府県・指定

都市の職員の異動時期と重なること等から、他の支払時期と比べて、支払

データの修正が遅延する等の事態が発生しやすくなっている。このような

事態は支払いの誤りにつながるおそれがある。

このため、各都道府県・指定都市におかれては、令和３年度４月定時払

いにおいて、令和３年２月５日付事務連絡「令和３年度特別児童扶養手当

支払データの提出期限等について」【資料１参照】においてお示している留

意事項を踏まえ、事務処理に遺漏の無いようお願いする。

（２）手当月額について

令和３年度における特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手

当及び経過的福祉手当の手当月額については、令和２年の物価変動率（＋

0.0％）に基づき、改定が行われないこととなり、令和２年度と同じ額とな

る。ついては、各都道府県・指定都市におかれては、管内の市区町村及び

関係機関に対し周知徹底をお願いするとともに、受給者に対する周知につ

いても特段の配慮をお願いしたい。

令和３年度の手当額（月額）について

令和２年度

（月額）

令和３年度

（月額）

特別児童扶養手当１級

〃 ２級

52,500 円

34,970 円

52,500 円

34,970 円

障害児福祉手当 14,880 円 14,880 円

特別障害者手当 27,350 円 27,350 円

経過的福祉手当 14,880 円 14,880 円

（３）所得制限限度額について

特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手

当の所得制限限度額については、令和３年度においても据え置く予定であ

る。なお、所得制限の資料上にある「（参考：収入額の目安）」については、

令和２年の給与所得控除額の改正に伴い、令和３年８月以降の手当額に係

る所得制限の収入額の目安を見直したので参考とされたい。【資料２－１～

２－４参照】
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（４）特別児童扶養手当事務取扱交付金について

特別児童扶養手当事務取扱交付金の算定基礎となる受給者一人当たりの

基準額については、令和２年の人事院勧告による給与改定等を踏まえ、改

定する予定である。（下記①）

このため、「特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき都道府県及

び市町村に交付する事務費に関する政令」（昭和 40 年政令第 270 号）につ

いて、本年３月中に改正し、令和２年度分の事務取扱交付金について適用

することとしている。

ついては、令和２年度の事業実績報告については、改定後の単価に基づ

き行っていただくようお願いする。

また、令和３年度分の事務取扱交付金の交付申請に当たり使用する基準

額については、令和３年度予算成立後にお示しすることとしている。

なお、現時点の案については、以下のとおりである。（下記②）

①令和２年度分基準額（案）

・都道府県分 1,904 円

・指定都市分 3,756 円

・市町村分 1,852 円

②令和３年度分基準額（案）

・都道府県分 1,905 円

・指定都市分 3,758 円

・市町村分 1,853 円

（５）特別児童扶養手当等の適正な事務処理等について

特別児童扶養手当の支給にあたっては、令和２年 10 月 12 日付事務連絡

「特別児童扶養手当の支払に係る事務処理について」【資料３参照】におい

て、支払事務に係る手続についてメールで提出する際の留意点等を周知し

ているが、当該留意点が守られていない自治体が見受けられる。ついては、

各都道府県・指定都市においては、当該事務連絡を再度確認いただき、記

載内容について留意いただくとともに、定時払い、随時払いのデータ提出

期限を厳守していただくよう改めてお願いする。

（６）特別障害者手当制度の広報の充実について

特別障害者手当制度の広報については、多くの自治体において広報誌や

ホームページ等への掲載により実施されているところであるが、更なる広

報の充実を求める意見を頂いているところである。

障害者やその保護者は、障害福祉だけでなく、他の制度を利用すること

もあることから、広報の取り組みとして、広報誌やホームページでの周知

に限らず、各自治体の組織内での連携や関係機関・団体との連携による周
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知も有効と考えられるものである。

例えば、自治体の介護保険に関する窓口などで特別障害者手当制度につ

いて紹介し、説明の求めがあれば特別障害者手当の担当部門に案内して頂

く等の取組みが考えられるものである。

ついては、本制度の対象となる方に広く周知されることが重要であるの

で、広報の充実のための取組みをより一層推進していただくとともに、こ

のことについて管内の各実施機関に周知いただくようお願いする。

（７）特別障害給付金制度の周知について

国民年金の任意加入期間に加入しなかったことにより障害基礎年金等を

受給していない障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生

じた特別な事情にかんがみ、福祉的措置として「特別障害給付金」を給付

する措置が平成 17 年４月１日から施行されているところであるが、制度の

一層の周知を図るため、引き続き各都道府県及び市区町村を通じた制度の

周知・広報について、ご協力をお願いしたい。

本制度では、経過的福祉手当の受給者が特別障害給付金の支給を受けた

場合、経過的福祉手当の受給資格を喪失し、再び受けることができなくな

るので、ご留意願いたい。

また、特別障害給付金制度の更なる周知を図るために、福祉関係施設や

事業者、医療関係者、民生委員、障害者団体等、日頃障害者と接する機会

の多い方々を通じた周知についてもご協力をお願いしたい。【資料４参照】

（制度の概要については、日本年金機構のホームページを参照願いたい。

https://www.nenkin.go.jp/service/jukyu/sonota-kyufu/tokubetsu-kyuf

u/tokubetsu-kyufu.html）

なお、令和３年度の額は、令和２年の物価変動率（＋0.0％）に基づき、

改定が行われないこととなり、令和２年度と同じ額となるので、管内市区

町村及び関係機関への周知をお願いしたい。

（令和２年度）（令和３年度）

障害基礎年金１級相当に該当する方 52,450 円 → 52,450 円

（２級の 1.25 倍）

障害基礎年金２級相当に該当する方 41,960 円 → 41,960 円
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資料１

事 務 連 絡

令 和 ３ 年 ２ 月 ５ 日

都道府県

各 特別児童扶養手当担当係 殿

指定都市

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部企画課手当係

令和３年度特別児童扶養手当支払データの提出期限等について

特別児童扶養手当制度の運営につきましては、平素よりご尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、標記につきまして、下記のとおりデータ提出期限等の日程等を定めるとともに、別紙のと

おり令和３年度４月定時払いに係る留意事項を定めました。

つきましては、特別児童扶養手当の支払い事務の円滑な実施に御協力をお願いいたします。

記

１．データ提出期限等

支払月
データ提出期限

（午前中）
データ修正締切日

(午前中）
支払予定日（※）

2021年
４月

３月15日（月） ３月17日（水） ４月9日（金）

５ ４月15日（木） ４月19日（月） ５月11日（火）

６ ５月17日（月） ５月19日（水） ６月11日（金）

７ ６月15日（火） ６月17日（木） ７月9日（金）

８ ７月15日（木） ７月19日（月） ８月11日（水）

９ ８月16日（月） ８月18日（水） ９月10日（金）

10 ９月15日（水） ９月17日（金） 10月11日（月）

11 10月15日（金） 10月19日（火） 11月11日（木）

12 11月15日（月） 11月17日（水） 12月10日（金）

2022年
１月

12月15日（水） 12月17日（金） １月11日（火）

２ １月17日（月） １月19日（水） ２月10日（木）

３ ２月15日（火） ２月17日（木） ３月11日（金）

注）太字・下線箇所は定時払い月（その他は随時払い月）

※ 支給日は、原則、支給月の11日となる。

但し、以下のとおり、支給日が支給月の11日とならない場合があることに留意するこ

と。
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・ 11日が休日・祝日の場合、その前営業日が支給日となる。

・ 定時払いの市中銀行分及び随時払い分については、11日の前営業日が支給日とな

り得る。

２．データの提出先及び提出方法

（１）データの提出先

データにつきましては、以下宛先に送付をお願いいたします。

〒100-8916

東京都千代田区霞が関１－２－２中央合同庁舎第５号館

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課手当係

（２）データの提出方法

・原則、データ提出期限までに到着するよう簡易書留郵便でお送りください。

・支払データはＣＤ－ＲＷ等の電子媒体に、必ずパスワードを施して保存してくださ

い。

・支払データの提出の際には以下２点を必ず同送してください。

① 『特別児童扶養手当振込及び送金データ送付書』

② 『支払データ一覧表』または『受給資格者台帳』等の受給者名簿
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【別紙】

特別児童扶養手当令和３年度４月定時払いに係る留意事項について

例年、４月定時払いについては、事務処理を実施する時期が都道府県・指定都市の職

員の異動時期と重なること等から、他の支払時期と比べて、支払データの修正が遅延す

る等の事態が発生しやすくなっています。このような事態は支払いの遅延につながるお

それがあることから、各都道府県・指定都市においては、下記の事項に十分御留意の

上、事務処理に遺漏の無いようお取り計らい願います。

記

１．支払データについては、「令和２年８月定時払いに係る特別児童扶養手当支払デー

タの適切な処理等について」（令和２年７月１日付事務連絡）【別添】の各事項に

御留意の上作成願います。

２．以下のネット銀行の口座への支払が出来ないため、注意してください。

・セブン銀行

・auじぶん銀行

・大和ネクスト銀行

・ＧＭＯあおぞらネット銀行 （R３/２/５現在）

３．支払データの修正・削除及び追加のメールを当係あてにご提出いただく際には、

必ず以下の連絡先を入力してください。

宛先：特別児童扶養手当支払事務専用アドレス（tokuji@mhlw.go.jp）

CC ：当係担当者（片寄、押尾、森田、藤原）

４．令和３年４月１日（木）においては、当係から、各都道府県・指定都市の御担当者

に対して、エラー修正等の連絡を行います。このため、終日、速やかな対応が取れ

るよう予め体制を整えておくようお願いします。

なお、人事異動がある場合は、後任予定者に対して、事前に引継を十分に行ってく

ださい。

５．令和３年度に担当者の異動の予定がある自治体においては、新たな担当（予定）者

の氏名、電子メール・アドレス、電話番号（直通）を、３月24日（水）までに、当

係担当者（以下の４名）へ連絡をお願いします。

【本件２年度担当者）】

厚生労働省 障害保健福祉部 企画課手当係

片寄・押尾・森田・藤原

電話：(03)5253-1111(内線：3020)

※来年度（令和３年度）当係について異動が

あった場合は、別途ご連絡します。
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特別児童扶養手当の所得制限（Ｒ３年７月まで）

特別児童扶養手当の所得制限限度額表（単位：円）

扶養親族等
の数

受給資格者 配偶者及び扶養義務者

所得額 （参考：収入額の目安） 所得額 （参考：収入額の目安）

０ ４，５９６，０００ （約６，４２０，０００） ６，２８７，０００ （約８，３１９，０００）

１ ４，９７６，０００ （約６，８６２，０００） ６，５３６，０００ （約８，５９６，０００）

２ ５，３５６，０００ （約７，２８４，０００） ６，７４９，０００ （約８，８３２，０００）

３ ５，７３６，０００ （約７，７０７，０００） ６，９６２，０００ （約９，０６９，０００）

４ ６，１１６，０００ （約８，１２９，０００） ７，１７５，０００ （約９，３０６，０００）

５ ６，４９６，０００ （約８，５５１，０００） ７，３８８，０００ （約９，５４２，０００）

（注）

１ 所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族、特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９
歳未満の者に限る。）がある者についての限度額（所得額）は、上記の金額に次の金額を加算した額とする。
（１）本人の場合は、
①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき１０万円
②特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）１人につき２５万円

（２）配偶者及び扶養義務者の場合は、老人扶養親族１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等
がないときは、当該老人扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６万円

２ 政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例として給与所得控除額を加
えて表示した額である。

受給資格者（障害児の父母等）もしくはその配偶者又は受給者本人と生計を同じくする扶養義務者（同居す
る受給資格者の父母等の民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める者）の前年の所得が一定
の額以上であるときは手当は支給されません。

資料２－１

特別児童扶養手当の所得制限（Ｒ３年８月以降）

特別児童扶養手当の所得制限限度額表（単位：円）

扶養親族等
の数

受給資格者 配偶者及び扶養義務者

所得額 （参考：収入額の目安） 所得額 （参考：収入額の目安）

０ ４，５９６，０００ （約６，４２０，０００） ６，２８７，０００ （約８，３１９，０００）

１ ４，９７６，０００ （約６，８６２，０００） ６，５３６，０００ （約８，５８６，０００）

２ ５，３５６，０００ （約７，２８４，０００） ６，７４９，０００ （約８，７９９，０００）

３ ５，７３６，０００ （約７，７０７，０００） ６，９６２，０００ （約９，０１２，０００）

４ ６，１１６，０００ （約８，１２９，０００） ７，１７５，０００ （約９，２２５，０００）

５ ６，４９６，０００ （約８，５４６，０００） ７，３８８，０００ （約９，４３８，０００）

（注）

１ 所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族、特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９
歳未満の者に限る。）がある者についての限度額（所得額）は、上記の金額に次の金額を加算した額とする。
（１）本人の場合は、
①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき１０万円
②特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）１人につき２５万円

（２）配偶者及び扶養義務者の場合は、老人扶養親族１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等
がないときは、当該老人扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６万円

２ 政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例として給与所得控除額を加
えて表示した額である。

受給資格者（障害児の父母等）もしくはその配偶者又は受給者本人と生計を同じくする扶養義務者（同居す
る受給資格者の父母等の民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める者）の前年の所得が一定
の額以上であるときは手当は支給されません。

資料２－２
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特別障害者手当等の所得制限（Ｒ３年７月まで）
【障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手当】

特別障害者手当等の所得制限限度額表（単位：円）

扶養親族等
の数

受給資格者 配偶者及び扶養義務者

所得額 （参考：収入額の目安） 所得額 （参考：収入額の目安）

０ ３，６０４，０００ （約５，１８０，０００） ６，２８７，０００ （約８，３１９，０００）

１ ３，９８４，０００ （約５，６５６，０００） ６，５３６，０００ （約８，５９６，０００）

２ ４，３６４，０００ （約６，１３２，０００） ６，７４９，０００ （約８，８３２，０００）

３ ４，７４４，０００ （約６，６０４，０００） ６，９６２，０００ （約９，０６９，０００）

４ ５，１２４，０００ （約７，０２７，０００） ７，１７５，０００ （約９，３０６，０００）

５ ５，５０４，０００ （約７，４４９，０００） ７，３８８，０００ （約９，５４２，０００）

（注）

１ 所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族、特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９
歳未満の者に限る。）がある者についての限度額（所得額）は、上記の金額に次の金額を加算した額とする。
（１）本人の場合は、
①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき１０万円
②特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）１人につき２５万円

（２）配偶者及び扶養義務者の場合は、老人扶養親族１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等
がないときは、当該老人扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６万円

２ 政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例として給与所得控除額を加
えて表示した額である。

受給資格者（重度障害児又は特別障害者）もしくはその配偶者又は受給者本人と生計を同じくする扶養義
務者（同居する受給資格者の父母等の民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める者）の前年
の所得が一定の額以上であるときは手当は支給されません。

資料２－３

特別障害者手当等の所得制限（Ｒ３年８月以降）
【障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手当】

特別障害者手当等の所得制限限度額表（単位：円）

扶養親族等
の数

受給資格者 配偶者及び扶養義務者

所得額 （参考：収入額の目安） 所得額 （参考：収入額の目安）

０ ３，６０４，０００ （約５，１８０，０００） ６，２８７，０００ （約８，３１９，０００）

１ ３，９８４，０００ （約５，６５６，０００） ６，５３６，０００ （約８，５８６，０００）

２ ４，３６４，０００ （約６，１３２，０００） ６，７４９，０００ （約８，７９９，０００）

３ ４，７４４，０００ （約６，６０４，０００） ６，９６２，０００ （約９，０１２，０００）

４ ５，１２４，０００ （約７，０２７，０００） ７，１７５，０００ （約９，２２５，０００）

５ ５，５０４，０００ （約７，４４９，０００） ７，３８８，０００ （約９，４３８，０００）

（注）

１ 所得税法に規定する老人控除対象配偶者、老人扶養親族、特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９
歳未満の者に限る。）がある者についての限度額（所得額）は、上記の金額に次の金額を加算した額とする。
（１）本人の場合は、
①老人控除対象配偶者又は老人扶養親族１人につき１０万円
②特定扶養親族又は控除対象扶養親族（１９歳未満の者に限る。）１人につき２５万円

（２）配偶者及び扶養義務者の場合は、老人扶養親族１人につき（当該老人扶養親族のほかに扶養親族等
がないときは、当該老人扶養親族のうち１人を除いた老人扶養親族１人につき）６万円

２ 政令上は所得額で規定されており、ここに掲げた収入額は、給与所得者を例として給与所得控除額を加
えて表示した額である。

受給資格者（重度障害児又は特別障害者）もしくはその配偶者又は受給者本人と生計を同じくする扶養義
務者（同居する受給資格者の父母等の民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に定める者）の前年
の所得が一定の額以上であるときは手当は支給されません。

資料２－４
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1

事 務 連 絡

令和２年１０月１２日

各 都 道 府 県 ・ 指 定 都 市

特別児童扶養手当ご担当者様

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部企画課手当係

特別児童扶養手当の支払に係る事務処理について

特別児童扶養手当の支払に係る事務処理につきましては、日頃よりご尽力いただき厚く御礼申し

上げます。

データ修正・削除・追加依頼につきまして、今後の適切な支払処理のために、下記のとおり改め

て統一したいと存じます。

つきましては、下記記入方法を再度ご確認いただき、ご協力いただきますようお願いいたしま

す。

記

１．データ修正・削除・追加依頼のメール提出について

・データ修正・削除・追加依頼（以下、「修正等依頼」）をメール提出される際には、以下にご留意

いただきますようお願いいたします。

①メール件名

件名には、「都道府県・指定都市」、「支払月」、「訂正内容」及び「修正等依頼回数」を記載

してください。

②メール本文

本文には、下記の通り必ず件数を記載してください。

資料３
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                 2 

 ※メール本文に記載されている件数と、送付データにおける修正等依頼件数が異なっているこ

とが多々あります。どちらの情報が正しいのか、再度確認する必要が生じておりますので、

誤りが無いよう必ずご記載ください。 

  ③宛先 

特別児童扶養手当支払に関するメールについては、必ず下記のメールアドレス宛に送付いただ

きますようお願いいたします。 

特別児童扶養手当支払事務専用アドレス（tokuji@mhlw.go.jp） 

 

 

  

 

            

【記入例】 

 
 

 

２．特別児童扶養手当振込及び送金データ送付書について  

 

・修正等依頼に伴い特別児童扶養手当振込及び送金データ送付書の修正が必要になった際には、修

正箇所及び当該送付書の修正回数を赤字で記載いただきますようお願いいたします。 

※個人の職場メールアドレスのため、マスキングしました。 

※個人の職場メールアドレスのため、マスキングしました。 
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3

【記入例】

３．ゆうちょ銀行口座のデータ修正等依頼の記入方法について

・国庫金に係るゆうちょ銀行の口座番号につきましては、下記のとおりご記載いただきますようお

願いいたします。（修正等依頼も同様。）

金融機関番号（金融機関コード）：９９００

支店番号（支店コード）：０００

支店名 空白
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4

【記入例】

4．特別児童扶養手当支払データの提出期限等の厳守について

特別児童扶養手当支払データの提出期限等につきましては、毎年、障害保健福祉関係主管課長会

議等でお示しているところです。

提出期限及び提出時刻を過ぎた修正等依頼に関しましては、当係における支払処理の遅延に繋が

ることから、期限までにご提出いただきますよう、改めてご協力をお願い申し上げます。

【１１月定時支払の提出期限】

支払データ提出期限：１０月１５日（木）午前中

データ修正等提出期限：１０月１９日（月）午前中

厚 生 労 働 省 社 会 ・ 援 護 局

障 害 保健 福 祉部 企画 課 手当 係

TEL：03-5253-1111（内線 3020）

37



資料４

特別障害給付金について

○概要

国民年金に任意加入していなかったことにより、障害基礎年金等を受給していな

い障害者の方について、国民年金制度の発展過程において生じた特別な事情にかん

がみ、福祉的措置として、「特別障害給付金制度」を創設。

○対象者

・平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生

・昭和６１年３月以前に国民年金任意加入対象であった被用者等の配偶者であっ

て、当時、任意加入していなかった期間内に初診日があり、現在、障害基礎年

金の１級、２級相当の障害の状態にある方が対象。ただし、６５歳に達する日

の前日までに当該障害状態に該当された方に限る。

※障害基礎年金、障害厚生年金、障害共済年金との併給は対象外。

※老齢年金、遺族年金、労災補償等を受給されている場合は、その受給額分を

差し引いた額を支給。

※経過的福祉手当受給者が特別障害給付金の支給を受けると、経過的福祉手当

の受給資格は喪失する。

○支給額

○支給件数（実績）

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元

支給件数 9,300 9,305 9,290 9,213 9,159 8,982 8,894

（うち学生） (5,112) (5,197) (5,231) （5,231） （5,244） （5,212） (5,235)

（うち配偶者） (4,188) (4,108) (4,059) （3,982） （3,915） （3,770） (3,659)

（注）各年度３月末現在の件数

○請求窓口

住所地の市区町村

○認定事務

年金事務センター（日本年金機構）

H26 H27 H28 H29 H30 R 元 R２ R３

１級 49,700 51,050 51,450 51,400 51,650 52,150 52,450 52,450

２級 39,760 40,840 41,160 41,120 41,320 41,720 41,960 41,960

単位：件

単位：円
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15 心身障害者扶養保険事業について

（１）心身障害者扶養保険事業に係る適切な事務処理の実施について

各都道府県・指定都市においては、適切に事務処理を行っていただくと

ともに、管内の市町村においても適切な事務処理が行われるよう、指導方

お願いする。特に、本制度は加入時の年度の４月１日時点の年齢によって

掛金の額が異なるため、加入希望者への案内や事務処理において十分にご

留意いただきたい。

また、加入者の現況を確実に把握し、保険金の請求遅延等が生じないよ

う努められたい。

（２）広報啓発の取組の推進について

平成 29 年 11 月６日に取りまとめられた「心身障害者扶養保険事業に関

する検討会報告書」（以下「報告書」という。）において、「国、地方公共団

体及び独立行政法人福祉医療機構（以下「機構」という。）において、広報

の取組の一層の充実を図ること」とされており、厚生労働省及び機構にお

いて、自治体において活用できるリーフレットのひな形と障害者扶養共済

制度の案内の手引きを作成し、厚生労働省ホームページ及び機構ホームペ

ージへ掲載している。これらリーフレットや手引きにおいては、障害者扶

養共済制度に対して国民に親しみを持ってもらうため、保護者の意見を参

考に、「しょうがい共済」という愛称を用いている。【資料５－１、５－２

参照】

また、機構では、毎年度、本リーフレット等を各都道府県・指定都市に

必要部数を配布しているところ（３月中に各自治体に到着予定）である。

各都道府県・指定都市においては、本リーフレット等を活用し、管内の

市町村等と連携の上、引き続き広報啓発の取組をより一層推進していただ

くようお願いする。【資料６参照】
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資料６

障企発 0219 第１号

平成 30 年２月 19 日

都道府県

指定都市

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部企画課長

障害者扶養共済制度の広報啓発について

障害者扶養共済制度は、親亡き後の障害者の生活の安定と福祉の増進に資す

るとともに、障害者の将来に対する保護者の不安の軽減につながるものである

ことから、制度の情報が障害者やその保護者に行き渡るよう、広報啓発に取り

組むことが重要である。

昨年とりまとめられた「心身障害者扶養保険事業の見直しに関する検討会報

告書（平成 29 年 11 月６日）」においては、国、地方公共団体及び独立行政法人

福祉医療機構（以下「機構」という。）による広報の取組の一層の充実とともに、

・20 歳未満の障害児を扶養する保護者に対して重点的に広報を行うこと

・税制上の優遇措置等のメリットをわかりやすく伝えること

・相談支援に応じる者が制度の案内を効果的に行えるようにする取組を行う

こと

等について指摘されている。

このため、今般、地方公共団体における広報啓発の取組の参考となるよう留

意事項を下記のとおりとりまとめたので、通知する。

ついては、各地方公共団体におかれては、下記の留意事項を踏まえ、広報啓

発の取組を推進していただくようお願いする。

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項

の規定に基づく技術的助言である。

記

１．障害者行政窓口等での周知の促進

障害者やその保護者に障害者扶養共済制度の情報が行き渡るようにするた

各 民生主管部（局）長 殿
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めには、障害者やその保護者が行政窓口を利用するあらゆる機会を捉えて広

報啓発を行うことが重要である。

このため、今般、厚生労働省及び機構において、地方公共団体が独自でリ

ーフレットを作成する際のひな形（別添１）及び制度の案内の手引き（別添

２）を作成し、厚生労働省ホームページ及び機構ホームページに掲載した（※）。

このリーフレットでは、障害者扶養共済制度に対して国民に親しみを持っ

ていただくため、保護者の方のご意見を参考に厚生労働省が決定した愛称

（「しょうがい共済」）や、制度のメリットについて、わかりやすく盛り込ん

でいる。また、手引きについては、リーフレットの記載内容に沿って案内の

ポイントを示すとともに、ポイントに対応する詳細な説明等を盛り込んでい

る。

（※）《リーフレット・手引き・ポスターの掲載場所》

○厚生労働省ホームページ

「ホーム＞政策について＞分野別の政策一覧＞福祉・介護＞障害者福祉

＞その他」

○福祉医療機構ホームページ

「ホーム＞コンテンツ＞心身障害者扶養保険事業＞制度のごあんない」

２．関係機関や関係団体と連携した広報

障害者やその保護者は、障害福祉だけでなく、教育、児童福祉、母子保健、

医療等多岐にわたる制度を利用することから、関係部局とも連携して、特別

支援学校、各種関係機関及び関係団体等に対しても周知の協力を求めること

が重要である。

厚生労働省においても、昨年、障害者団体等の関係団体に対し、団体の会

報等を通じて周知を行っていただくよう協力を求めている。

なお、障害者の保護者の中でも特に若年層に対する周知を進めるため、昨

年、平成 30 年４月１日以降に交付する母子健康手帳の任意記載事項様式が改

正され、障害者扶養共済制度の概要が盛り込まれた。また、これを受けて、

母子健康手帳副読本も改訂される予定である。

３．障害者やその保護者への相談支援を行う者による広報啓発

制度の情報をより効果的に障害者やその保護者へ伝えるためには、障害者や

その保護者からの相談に応じる者が、必要に応じ制度の案内を行えるように

することが望まれる。

このため、一部の地方公共団体においては、既に市町村窓口職員を対象と
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して、本制度に関する研修が実施されているが、こうした取組に加え、障害

者相談支援事業所の相談支援専門員等に対しても研修等を行い、制度への理

解促進に努めることが重要である。

（参考）「しょうがい共済」について

「『障害』のある方が、『生涯』安心して暮らしていけるように」とい

う保護者の方の想いが込められている。

※別添１及び別添２は添付省略

＜本件担当＞

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部

企画課 手当係

電話：03-5253-1111（3020）
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★ 加⼊資格、掛⾦（保険料）、年⾦額等の詳細については、保護者の方がお住まい
の地⽅公共団体（都道府県・指定都市）の「障害者扶養共済制度担当」へお問い
合わせください。

心身障害者扶養保険事業 検索
★ 制度の概要については、(独)福祉医療
機構ホームページ「心身障害者扶養保
険事業」をご覧ください。

厚⽣労働省

親あるうちにできること。
お子さんに、生涯の安心を…。

毎月２万円
の終身年金

都道府県・指定都市が実
施している任意加入の制
度です。

保護者が死亡、または重度
障害になったときに、障害
のある方に毎月２万円が生
涯にわたって支給されます。
(２口加入の場合は４万円)

制度の運営に関する事
務経費などの「付加保
険料」が必要ないため、
掛⾦が安くなっていま
す。

保護者が⽀払う掛⾦は
所得控除の対象になる
ので、所得税・住⺠税
の軽減につながります。

死亡･重度障害

年金支給の開始

保護者

障害のある方

月9,300円～※

月２万円(１口)～

掛金が割安 税制優遇
公的制度
だから安心

一生涯

※保護者の年齢等によって異なります

（しょうがい共済）

障害者扶養共済制度
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・加入時点の保護者の年齢によって決まります。保護者の年齢が若い
うちにご加入いただくことで、月額の掛金は安くなります。
【例】30歳：9,300円 40歳～44歳：14,300円 60歳～64歳：23,300円など

・民間保険と比べて安いのが特徴です。

・各都道府県および指定都市が、条例に基づき実施しています。
・独立行政法人福祉医療機構が年金給付に必要な資金を大切に運用し

ます。

・年齢が６５歳未満で健康であることや、一定程度の障害のある方を
扶養していることなどの要件があります。

・掛金の全額が所得控除の対象となることから、所得税・住民税の軽
減につながります。年金を受け取る際も、所得税、住民税、相続税、
贈与税がかかりません。

・はい、受け取れます。
しかも、障害者扶養共済制度（しょうがい共済）により支給される
年金は、生活保護の収入認定から除かれます。

※ 制度の見直しにより掛金が改訂されることがあります。

・親族の方などを「年金管理者」としてご指定いただきます。
年金管理者が障害のある方に代わって年金の請求や受領、管理をす
ることができます。
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